第8章　製造業
概況
　昭和55年工業統計調査結果からみた本府工業の概況は以下のとおりである。
　昭和55年12月31日現在の製造業稼動事業所数は、７万2041事業所で、前年より0.6パーセント（465事業所）減少した。
　業種別でみると、増加したのは、金属加工機械などが伸びた一般機械で160事業所（1.5パーセント）増となり、続いて、電気機器が65事業所、ゴム製品62事業所などが増加している。
　一方、減少したのは、繊維の280事業所（3.5パーセント）減、鉄鋼102事業所（5.4パーセント）減、衣服88事業所（1.7パーセント）減が目立っている。
　部門別にみると、軽工業部門11業種中、ゴム製品、出版・印刷が増加しているだけで、他の業種はすべて減少しているのに対し、重化学部門では、鉄鋼、金属製品で減少しているだけで他の業種は増加している。
　規模別では、小規模層が0.6パーセント（395事業所）減少し、中規模層では、軽工業部門を中心に､1.9パーセント（78事業所）減少している。一方､48年以降減少を続けていた大規模層が2.8パーセント（8事業所）増加したのがめだっている。
　地域別にみると、北大阪地域2.7パーセント（103事業所）､南河内地域0.9パーセント（26事業所）それぞれ増加したが、他の地域は減少している。構成比では、大阪市地域が49年（49.7パーセント）に半数を割り、50年を除いて本年の48.3パーセントまで低下傾向は変っていない。
　従業者数は、93万3465人となり対前年比0.1パーセント（1305人）の減少にとどまり、減少実数では45年以降もっとも少ない減少となった。
　業種別では、電気機器が7899人（8.0パーセント）増ともっとも大きく、一般機械が2169人（1.7パーセント）増､金属製品が1581人（1.3パーセント）増となった反面、繊維が3970人（4.9パーセント）減と大きく、前年4483人増加していた鉄鋼が1502人（2.8パーセント）減少している。
　規模別構成比では、小規模層の増加、中・大規模層の減少という傾向にあったが、本年は大規模層が0.5ポイント増加し22.5パーセント（21万62人）となった。中規模層は､0.6ポイント減少し31.8パーセント（29万7200人）となり、小規模層においても0.8ポイント減少したが、減少実数では391人とわずかな減少となった。
　地域別では、東大阪地域が0.5ポイント増加し27.2パーセント（25万4307人）となったのが大きい。北大阪地域が0.2ポイント増加し10.3パーセント（9万6223人）となっている。一方、大阪市地域は、本年も0.6ポイント減少し41.4パーセント（38万6079人）になり、泉州地域においても0.2ポイント減少し16.9パーセント（15万7457人）となり、この２地域で減少傾向を続けている。
　製造品出荷額等（以下「出荷額」）は、19兆662億円となり、対前年比14.2パーセント（2兆3717億円）増と50年以降最大の伸び率を示した。
　業種別にみると、テープレコーダー等の輸出好調に支えられ電気機器が3734億円（20.8パーセント）増、一般機械が設備投資の堅調を背景に2867億円（15.2パーセント）の増加がめだっている。一方、減少したのは、衣服の87億円（2.6パーセント）減、精密機器の74億（5.5パーセント）減とこの２業種だけである。
　規模別にみると、大規模層が石油・石炭の価格上昇及び電気機器の生産の好調に支えられ１兆1508億円（19.4パーセント）増加し、上昇寄与率においても48.5パーセントと約半数を占め、続いて中規模層の7347億円（11.8パーセント）増、寄与率は31.0パーセント、小規模層5049億円（10.7パーセント）増、寄与率20.5パーセントとなっている。規模別の構成比では、大規模層が1.6ポイント上昇し37.1パーセントとなり、また、中規模層が0.8ポイント低下し36.4パーセントとなったため、前年２位であった大規模層が中規模層を上回り１位を占めた。
　地域別にみると、全地域で増加しているが、なかでも泉州地域は、事業所数、従業者数の減少にもかかわらず17.6パーセント（6562億円）増と大きく伸び、続いて東大阪地域が15.9パーセント（6 645億円）増となっている。一方、大阪市地域は増加実数では7366億円（11.9パーセント）ともっとも多く増加しているが、地域別構成比では、0.8ポイント低下し、減少傾向が依然と続いている。
工業生産活動の動向
　昭和55年の大阪府工業生産指数は、年平均で122.3（昭和50年基準・製造工業）となり、前年の122.4に比較して0.1パーセントの低下となった。
　生産活動を業種別にみると、去年より上昇した業種は、６業種でなかでも機械工業が順調に伸びており、精密機械工業を除いて、一般機械工業が11.0パーセント、電気機械工業が18.5パーセント、輸送機械工業が17.7パーセントとそれぞれ好調に推移している。又、医薬品、化粧品の増加により、化学工業が10.7パーセントと上昇した反面、減少したのは９業種で、なかでも金属製品工業が建設用品の不振等から昨年に引き続き27.9パーセント減の大巾な落ち込みとなるなど業種間にかなりの跛行性がみられる。
　生産の推移を四半期別に対前期比（季節調整済指数）でみると、１月から３月期は、輸出の増勢等の背景に、４月以降の電力料金、原材料値上げを見込んだ駆け込み生産という要因も加わり、6.1パーセント増となったが、4月から6月期は個人消費需要にかげりが見え始めたためもあり、減産の動きが広まり、0.2パーセントと微減を示した。７月から９月期には、堅調な国内需要、輸出の伸びに支えられた機械工業の他は、素材型産業を中心に減少した結果､8.5パーセントの低下となり、10月から12月期には、その反動もあり、1.5パーセント増と、若干の回復がみられた。
　次に、生産の動向を財別でみると、生産財は、機械関連製品の伸びを反映し､前年比5.7パーセント増となったが、最終需要財は、2.9パーセントの低下を示した。最終需要財のうち投資財は、5.6パーセントの増加で、そのうち建設資財は､微減、資本財が､9.1パーセント増で、静止電気機械、風水力運搬機械等が顕著な伸びをみせている。一方、消費財は7.8パーセント減で、そのうち耐久消費財が、27.6パーセントの低下を示しており、暖ちゅう房用熱機器等の大幅な減少の影響を受けている。
